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２ 債権法改正と固定資産税

（１） 改正の趣旨

• 民法のうち、債権法部分。

• １８９６年に制定されてから約１２０年間にわ
たり実質的な見直しがほどんど行われてい
なかった。

• 約１２０年間の社会経済の変化への対応。

• 現在の裁判や取引の実務で通用している基
本的なルールを条文上も明確にする。

3

１ 最近の民法改正

• 債権法改正

２０１７年５月成立、２０２０年４月施行

• 相続法改正

２０１８年７月成立、２０１９年１月から順次施行

• 所有者不明土地等に関わる改正

２０２１年４月成立、２０２３年４月から順次施行
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２ 債権法改正と固定資産税

（３） 連帯債務の効力の変更

連帯債務者
Ａ
Ｂ

債権者

Ｘ
（１００万円を請求する権利）

３－１ 連帯債務者

• 固定差資産税実務においては、連帯納税
義務者を想定。
– 債務者＝納税義務者

– 連帯債務者＝連帯納税義務者

5

２ 債権法改正と固定資産税

（２） 固定資産税実務との接点

• 改正事項は多岐にわたる。
– 実質的なルールの改正として、保証人の保護に関する
改正、約款を用いた取引に関する改正、法定利率に関
する改正、消滅時効にあ関する改正

– より分かりやすくするものとして、例えば、意思能力に関
するルール、賃貸借に関するルールの明記

• 総務省発出の行政通達「民法（債権法）改
正に伴う地方税法の改正について」
– 連帯納税義務に関わる変更への言及

＜以下、この点を詳細に確認する。＞
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２ 債権法改正と固定資産税

３－３ 絶対的効力・相対的効力

• 絶対的効力とは

• 相対的効力とは

３－４ ただし書きのこと

• ただし、債権者及び他の債務者の一人が別
段の意思を表示したときは、当該他の連帯債
務者に対する効力は、その意思に従う。

（３） 連帯債務の効力の変更

7

２ 債権法改正と固定資産税

３－２ 改正条文

• 改正前（民法４４０条）
– 第４３４条から前条までに規定する場合［履行の請求、更改、
相殺、免除、混同、時効の完成］を除き、連帯債務者の一人
について生じた事由は、他の連帯債務者に対してその効力を
生じない。

• 改正後（民法４４１条）
– 第４３８条［更改］、第４３９条第１項［相殺］及び前条［混同］に
規定する場合を除き、連帯債務者の一人について生じた事由
は、他の債務者に対してその効力を生じない。ただし、～

（３） 連帯債務の効力の変更
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２ 債権法改正と固定資産税

（４） 改正の影響―免除について

４－３ 改正前後の具体的比較

• 問い
– Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄが共有する土地（持分：１/４ずつ）に係る固定資
産税の額が１００万円である場合、 Ａに対して固定資産税の
全額減免を行ったときの各共有者が納付すべき固定資産税
の額は？

• 答え

– 従前 【Ａ】 ０円 /  【Ｂ、Ｃ、Ｄ】 ７５万円

– 改正後 【Ａ】 ０円 /  【Ｂ、Ｃ、Ｄ】 １００万円

→ただし、「別段の意思」による処理の余地あり。

9

２ 債権法改正と固定資産税

（４） 改正の影響―免除について

４－１ 免除とは

• 関係条文
– 民法５１９条

– 地方税法３６７条

– 改正前民法４３７条

４－２ 従前の取扱いから変更あり

• 通達の言及事項
– 連帯納税義務者の一人に対して固定資産税の減免が行わ
れた場合、他の連帯納税義務者には原則としてその効力が
生じない。
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２ 債権法改正と固定資産税

• 各自治体の取扱い
– インターネットで検索・調査すると、多くの自治体で、本通
達と同内容の説明を掲示している。減免については、条例
に基づいて行われるものであるため、実際には条例をど
のように変更・運用するかといった次元の問題となるか。

• 通達で言及のある免除以外の事項
– 履行の請求

– 時効の完成

（６） 今後の課題・展望

11

２ 債権法改正と固定資産税

• 言葉の確認
– 納税の告知

– 更正

– 決定

– 差押えの前提要件としての督促

• 通達の言及事項
– もともと各連帯納税義務者に対して行われなければ
その効力が生じないものであり、民法改正後も同様
である。

（５） 改正の影響―納税の告知等について
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３ 相続法改正と固定資産税

• 改正事項は多岐にわたる。
– 遺言書のこと

– 遺留分のこと

• 法務省作成パンフレット中の「よくある質問」
– 配偶者居住権が設定された居住建物の固定資産税は
誰が負担することになりますか？

• 配偶者居住権とは
– 登記可能

（２） 固定資産税実務と接点

13

３ 相続法改正と固定資産税

• 民法のうち、相続法部分。

• 相続法は、１９８０年に改正されて以来、大き
な見直しがされていなかった。

• この間、平均寿命は延び、社会の高齢化が進
展するなどの社会経済の変化が生じている。

• このような変化への対応のため、相続法制の
見直しがされた。

（１） 改正の趣旨
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３ 相続法改正と固定資産税

• 配偶者居住権は所有者を変更させない。

• 「よくある質問」への答え
– 固定資産税の納税義務者は、原則として固定資産の所
有者とされており、配偶者居住権が設定されている場合
であっても、居住建物所有者が納税義務者となる。

（４） 課税実務への影響の有無

15

３ 相続法改正と固定資産税

• 所有者課税の原則
– 地方税法３４３条１項

• 台帳課税主義
– 地方税法３４３条２項前段

（３） 前提―固定資産税課税の基本的考え方
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４ 所有者不明土地等に関わる改正
と固定資産税

• 調査を尽くしても土地の所有者が特定でき
ず、又は所在が不明な場合には、土地の円
滑な利用や管理が困難。

• 所有者不明土地問題を契機に、旧民法の
規律が現在の社会的情勢にそぐわないこと
が顕在化。

• 所有者不明土地等の発生予防と利用の円
滑化の両面から、総合的に民事基本法制
を見直し。

（１） 改正の趣旨

17

３ 相続に伴う課税

（５） 実務対応上の注意事項

―今後の課題・展望に代えて

• 配偶者居住権が設定された建物の所有者
は、固定資産税を納付した場合には、配偶
者に対して求償することができる。

• 建物敷地の地代や建物敷地の固定資産税
ではどうか？
– 地代（参考：最判昭和３６年１月２７日・集民４８-１７９）

– 敷地の固定資産税
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４ 所有者不明土地等に関わる改正
と固定資産税

• 所有者不明土地・建物管理制度、管理不全土
地・建物管理制度は本来的には課税（納税）
対応の便宜のための制度ではない？

• 不在者財産管理制度や相続財産管理制度と
の比較では、管理対象が限定的。

• 今後、新たな管理制度において固定資産税納
付に関わる実例がどのように生じるか、動向
が気になるところ。

（３） 今後の課題・展望

19

４ 所有者不明土地等に関わる改正
と固定資産税

• 改正事項は多岐にわたる。
– 相隣関係/共有/相続制度（遺産分割） などの見直し

• 土地・建物の管理制度の創設（所有者不明土地・建物
管理制度、管理不全土地・建物管理制度）は、所有者
不明土地についての課税対応の在り方に影響し得る。

• 他の制度
– 相続財産管理制度

– 不在者財産管理制度

– 使用者を所有者とみなす制度

– 現に所有している者の申告制度

（２） 固定資産税実務との接点
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